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①　単に体制があるだけでなく、体制を整えた上で個別に計画を作成するなどプロセス
を評価するものであることから、入所者の同意が得られない場合には算定できないが、
原則として、全ての入所者について計画作成してその同意を得るよう努めることが望ま
しい。（平１８．４版　ＶＯＬ１　問７６）

②　機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員、その他の職種が共同して個
別機能訓練計画に従い訓練を行うこととしており、機能訓練指導員が不在の日でも算
定できる。（平１８．４版　ＶＯＬ１　問７７）

③　当該個別機能訓練加算は、従来機能訓練指導員を配置することを評価していた体
制加算を、機能訓練指導員の配置と共に、個別に計画を立て、機能訓練を行うことを評
価することとしたものであり、通所介護サービスにおいては実施日、（介護予防）特定施
設入居者生活介護サービス及び介護老人福祉施設サービスにおいては入所期間のう
ち機能訓練実施期間中において当該加算を算定することが可能である。なお、具体的
なサービスの流れとしては、「多職種が協同して、利用者毎にアセスメントを行い、目標
設定、計画の作成をした上で、機能訓練指導員が必要に応じた個別機能訓練の提供を
行い、その結果を評価すること」が想定される。また、行われる機能訓練の内容は、各
利用者の心身の状況等に応じて日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその
減退を予防するのに必要な訓練を計画されたい。（平１８．４版　VOL３　問１５）
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　看護職員が、利用者ごとに健康の状況を継続的に記録している場合において、当該利用者の同意を得て、協力医療機関（ 指定介護予防
サービス基準第242条第１ 項に規定する協力医療機関をいう。） 又は当該利用者の主治の医師に対して、当該利用者の健康の状況につ
いて月に１ 回以上情報を提供した場合

　養護老人ホーム（老人福祉法第20条の４に規定する養護老人ホームをいう。）である指定介護予防特定施設において、厚生労働大臣が
定める者（平成２１年厚生労働省告示第８２号２）に対して基本サービスを行った場合

＜平成２１年厚生労働省告示第８２号２＞
　知的障害又は精神障害を有する利用者であって、これらの障害の状況により、指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並
びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成十八年厚生労働省令第三十五号)第二百
五十三条に規定する基本サービスの提供に当って、特に支援を必要とするもの
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個別機能訓練加算Q&A
③　個別機能訓練加算に係る算定方法、内容について示されたい。

②　機能訓練指導員が不在の日は加算が算定できないか。

　看護職員又は介護職員の員数が厚生労働大臣が定める基準（平成１２年厚生省告示第２７号１９）に該当しない場合（基準に定める員数
を置いていない場合）

＜平成１２年厚生省告示第２７号１９＞
　　職員数が基準を満たない場合

　介護予防特定施設入居者生活介護費について、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を１名以上配置しているも
のとして都道府県知事に届け出た指定介護予防特定施設において、利用者に対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員
等が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合
　（利用者の数が１００を超える指定介護予防特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を１名以
上配置し、かつ、理学療法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法で利用者の数を１００で除した数以上配置しているも
の）

①　配置としての加算なのか、それとも実施した対象者のみの加算なのか。
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